
- 34 - 

平成１８年１２月期  個別財務諸表の概要       平成19年２月22日 
 
上 場 会 社 名         株式会社ニチリン 上 場 取 引 所         ㈱大阪証券取引所 
コ ー ド 番 号         ５１８４ 本社所在都道府県 兵 庫 県 

（ＵＲＬ http://www.nichirin.co.jp/） 

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 清 水 良 雄 

問合せ先責任者 役職名 経 理 部 長 氏名 森 本 幾 雄 ＴＥＬ (079) 252－4151(代表) 

決算取締役会開催日 平成19年２月22日 配当支払開始予定日 平成19年３月30日 

定時株主総会開催日 平成19年３月29日 単元株制度採用の有無 有(1単元1,000株) 
 

１．18年12月期の業績(平成18年1月1日～平成18年12月31日) 

(1) 経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営業利益 経常利益 

 

  18年12月期 

  17年12月期 

        百万円  ％ 

 29,398 5.1 

 27,964 2.8 

          百万円  ％ 

 581 41.0 

 412 △11.5 

        百万円  ％ 

 812 △1.6 

 825 37.9 

 

 当期純利益 
１株当たり     
当期純利益

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

自 己 資本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高    
経常利益率

 

  18年12月期 

  17年12月期 

百万円  ％ 

 539 △8.3 

 588 115.5 

  円 銭

59  99

   70  67

  円 銭

  

％ 

5.8 

7.4 

％ 

3.0 

3.2 

％

2.8 

3.0 

(注)①期中平均株式数    18年12月期  8,992,940株  17年12月期  8,118,178株 
   ②会計処理の方法の変更     無 
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2) 財政状態                           （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 

  18年12月期 

  17年12月期 

百万円 

27,241 

26,020 

百万円 

9,534 

8,922 

％ 

35.0 

34.3 

       円   銭 

1,060    26 

990    49 

(注) ①期末発行済株式数 18年12月期   8,992,298株  17年12月期  8,993,634株 
   ②期末自己株式数 18年12月期       7,702株  17年12月期    6,366株 
 

２．19年12月期の業績予想(平成19年1月1日～平成19年12月31日) 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 
中 間 期 
通 期 

百万円 
14,800 
29,100 

百万円 
450 
800 

百万円 
300 
500 

(参考) １株当たり予想当期純利益(通期)  55円60銭 
※ 上記業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績
は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 
なお、上記の業績予想に関する事項については、添付資料の10ページをご参照ください。 

 
３．配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

配当金総額
（百万円）

配当性向 
（％） 

純 資 産
配当率(％)

17年12月期 4.00 6.00 10.00 85 14.2 1.08 

18年12月期 5.00 6.00 11.00 98 18.3 1.07 

19年12月期（予想） 5.50 5.50 11.00    
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１．個別財務諸表等 

(1)貸借対照表 

 前事業年度 当事業年度 
 

 （平成 17 年12月31日） （平成 18 年12月31日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

(％) 

増 減 額 

（千円） 

（ 資 産 の 部 ）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   1,795,178 1,271,408  △ 523,770

２．受取手形 ※3  1,869,853 578,983  △ 1,290,869

３．売掛金   4,948,434 6,712,887  1,764,453

４．有価証券   266,979 267,257  278

５．製品   239,611 447,444  207,833

６．原材料   19,542 20,115  572

７．部分品   244,181 321,443  77,261

８．仕掛品   578,142 440,066  △ 138,076

９．貯蔵品   10,806 11,591  784

10．前払費用   45,326 55,223  9,897

11．未収入金   1,112,901 1,123,638  10,736

12. 繰延税金資産   127,745 150,156  22,410

13．その他   97,330 110,053  12,722

14．貸倒引当金   △ 37,000 △ 7,300  29,700

流動資産合計   11,319,033 43.5 11,502,969 42.2 183,935

     

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産     

(1) 建物 ※1 3,428,327 3,992,962   

減価償却累計額  2,410,351 1,017,975 2,476,120 1,516,841  498,866

(2) 構築物 ※1 237,520 284,566   

減価償却累計額  156,634 80,886 169,393 115,173  34,286

(3) 機械及び装置 ※1 7,963,359 7,958,562   

減価償却累計額  6,685,830 1,277,528 6,691,141 1,267,421  △ 10,107

(4) 車両及び運搬具  70,782 72,684   

減価償却累計額  53,916 16,865 55,118 17,566  701

(5) 工具、器具及び備品  1,710,108 1,580,714   

減価償却累計額  1,527,540 182,567 1,406,011 174,703  △ 7,864

(6) 土地 ※1,4  3,261,051 3,261,051  －

(7) 建設仮勘定   121,400 58,032  △ 63,367

有形固定資産合計   5,958,275 22.9 6,410,790 23.6 452,514

     

２．無形固定資産     

(1) 借地権   15,500 －  △ 15,500

(2) ソフトウェア   37,398 29,718  △ 7,679

(3) 電話加入権   5,839 5,839  －

(4) 施設利用権   6 －  △ 6

無形固定資産合計   58,745 0.2 35,558 0.1 △ 23,186

     

３．投資その他の資産     

(1) 投資有価証券 ※1  2,393,115 2,727,994  334,879

(2) 関係会社株式   3,801,261 3,801,261  －

(3) 出資金   1,789 1,789  －

(4) 関係会社出資金   388,645 821,925  433,279

(5) 従業員長期貸付金   28,495 12,860  △ 15,635

(6) 関係会社長期貸付金    522,132 467,755  △ 54,377

(7) 差入保証金   74,005 70,904  △ 3,100

(8) 長期前払費用   43,230 37,481  △ 5,749

(9) 繰延税金資産   1,475,551 1,392,786  △ 82,764

(10) その他   228,889 232,304  3,415

(11) 投資評価引当金   △ 272,753 △ 272,753  －

(12) 貸倒引当金   － △ 2,000  △ 2,000

投資その他の資産合計   8,684,362 33.4 9,292,309 34.1 607,947

固定資産合計   14,701,383 56.5 15,738,659 57.8 1,037,276

資産合計   26,020,416 100.0 27,241,628 100.0 1,221,211
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 前事業年度 当事業年度 
 

 （平成 17 年12月31日） （平成 18 年12月31日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％） 

増 減 額 

（千円） 

（ 負 債 の 部 ）       

Ⅰ 流動負債      

１．支払手形 ※3  4,949,307 5,181,631  232,323

２．買掛金   2,049,808 2,305,721  255,913

３．短期借入金   － 400,000  400,000

４．１年以内償還社債   140,000 140,000  －

５．１年以内返済予定長期借入金   814,100 632,400  △ 181,700

６．未払金   498,342 508,106  9,763

７．未払法人税等   113,562 270,458  156,895

８．未払事業所税   30,692 33,624  2,932

９．未払費用   72,230 73,692  1,462

10．預り金   58,503 62,744  4,241

11．賞与引当金   64,000 75,000  11,000

12．役員賞与引当金   － 18,000  18,000

13．設備関係支払手形  ※3  123,331 61,728  △ 61,603

14．設備関係未払金   49,564 48,962  △602

流動負債合計   8,963,444 34.4 9,812,071 36.0 848,626

     

Ⅱ 固定負債     

１．社債   280,000 140,000  △ 140,000

２．長期借入金   1,571,100 1,611,700  40,600

３．再評価に係る繰延税金負債 ※4  1,094,202 1,094,202  －

４．退職給付引当金   5,025,628 4,864,345  △ 161,283

５．役員退職慰労引当金   163,100 185,100  22,000

固定負債合計   8,134,031 31.3 7,895,348 29.0 △ 238,683

負債合計   17,097,476 65.7 17,707,419 65.0 609,943

     

（ 資 本 の 部 ）     

Ⅰ 資 本 金    1,729,000 6.6 － － －

     

Ⅱ 資本剰余金     

１．資本準備金  1,655,608 －   

資本剰余金合計   1,655,608 6.4 － － －

     

Ⅲ 利益剰余金     

１．利益準備金  89,928 －   

２．任意積立金     

(1)製品保証準備金  200,000 －   

(2)別途積立金  2,027,000 －   

３．当期未処分利益  622,455 －   

利益剰余金合計   2,939,384 11.3 － － －

     

Ⅳ 土地再評価差額金 ※4  1,600,878 6.2 － － －

     

Ⅴ その他有価証券評価差額金   1,001,322 3.8 － － －

     

Ⅵ  自己株式   △ 3,251 △0.0 － － －

資本合計   8,922,940 34.3 － － －

負債・資本合計   26,020,416 100.0 － － －
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 前事業年度 当事業年度 
 

 （平成 17 年12月31日） （平成 18 年12月31日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％） 

増 減 額 

（千円） 

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本      

１．資本金   － 1,729,000  －

２．資本剰余金     

(1) 資本準備金  － 1,655,608   

資本剰余金合計   － 1,655,608  －

３．利益剰余金     

(1) 利益準備金  － 89,928   

(2) その他利益剰余金     

製品保証準備金  － 200,000   

別途積立金  － 2,427,000   

繰越利益剰余金  － 648,280   

利益剰余金合計   － 3,365,208  －

４．自己株式   － △ 4,760  －

株主資本合計   － － 6,745,056 24.8 －

Ⅱ 評価・換算差額等     

１．その他有価証券評価
差額金 

  － 1,188,274  －

２．土地再評価差額金   － 1,600,878  －

評価・換算差額等合計   － － 2,789,152 10.2 －

純資産合計   － － 9,534,209 35.0 －

負債・純資産合計   － － 27,241,628 100.0 －
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(2)損益計算書 

 
 
 
 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

百分比

(％)
金額（千円） 

百分比

(％) 

増 減 額 

（千円） 

Ⅰ 売上高  27,964,188 100.0 29,398,660 100.0 1,434,471

Ⅱ 売上原価 ※1   

１．期首製品たな卸高  301,510 239,611   

２．当期製品製造原価  24,835,158 26,158,099   

合計  25,136,668 26,397,710   

３．期末製品たな卸高  239,611 24,897,057 89.0 447,444 25,950,266 88.3 1,053,208

売上総利益  3,067,130 11.0 3,448,394 11.7 381,263

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．運賃及び荷造費  849,833 907,050   

２．広告宣伝費  4,919 7,768   

３．役員報酬  155,256 157,779   

４．給料・手当  768,471 798,835   

５．賞与引当金繰入額  15,931 18,670   

６．役員賞与引当金繰入額  － 18,000   

７．退職給付費用  23,152 19,107   

８．法定福利費  115,195 117,545   

９．福利厚生費  26,875 41,424   

10．交際費  26,094 31,941   

11．旅費交通費  109,843 112,344   

12．租税公課  37,672 55,323   

13．賃貸料  81,667 81,117   

14．事務用消耗品費  27,287 29,328   

15．減価償却費  40,561 43,399   

16．その他 ※1 372,094 2,654,858 9.5 427,365 2,867,003 9.7 212,144

営業利益  412,272 1.5 581,390 2.0 169,118

Ⅳ 営業外収益     

１．受取利息  14,254 14,965   

２．受取配当金  138,028 188,423   

３．為替差益  294,912 52,888   

４．受取賃貸料  19,018 18,784   

５．雑収入  47,599 513,813 1.8 35,285 310,347 1.1 △ 203,466

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  54,525 51,720   

２．新株発行費償却  13,449 －   

３．雑損失  32,463 100,438 0.3 27,619 79,340 0.3 △ 21,098

経常利益  825,647 3.0 812,398 2.8 △ 13,249

Ⅵ 特別利益    

１．貸倒引当金戻入額  104,540 28,000   

２．投資有価証券売却益  181,196 89   

３．固定資産売却益  2,523 288,260 1.0 357 28,447 0.0 △ 259,812

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損  2,469 279   

２．固定資産除却損  10,515 62,344   

３．投資有価証券売却損  8 －   

４．関係会社出資金評価損  183,810 －   

５．ゴルフ会員権評価損  － 1,500   

６．貸倒引当金繰入額  30,000 226,803 0.8 － 64,123 0.2 △ 162,679

税引前当期純利益  887,104 3.2 776,722 2.6 △ 110,382

法人税、住民税及び事業税  51,800 304,600   

過年度法人税等  73,746 －   

法人税等調整額  173,004 298,551 1.1 △ 67,428 237,171 0.8 △ 61,379

当期純利益  588,553 2.1 539,550 1.8 △ 49,002

前期繰越利益  65,882 －  

中間配当額  31,980 －  

当期未処分利益  622,455 －  
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(3)利益処分計算書 

 前事業年度 

 （株主総会承認年月日  

 平成18年３月30日） 

区分 
注記

番号
金額（千円） 

Ⅰ．当期末処分利益   622,455 

Ⅱ．利 益 処 分 額            

１．配 当 金  53,961  

２．役 員 賞 与 金  14,800  

３．任 意 積 立 金    

(1) 別 途 積 立 金  400,000 468,761 

Ⅲ．次 期 繰 越 利 益           153,693 
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(4)株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）           （単位：千円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 資本 

準備金 

資本 

剰余金

合計 

利益 

準備金
製品保証

準備金

別途 

積立金

繰越利益

剰余金

利益 

剰余金 

合計 

自己株式 
株主資本

合計 

平成17年12月31日残高 1,729,000 1,655,608 1,655,608 89,928 200,000 2,027,000 622,455 2,939,384 △3,251 6,320,740

事業年度中の変動額    

別途積立金の積立て   400,000 △400,000 － －

剰余金の配当   △98,925 △98,925 △98,925

利益処分による役員賞

与 
  △14,800 △14,800 △14,800

当期純利益   539,550 539,550 539,550

自己株式の取得    △1,508 △1,508

株主資本以外の項目の

当事業年度中の変動額

（純額） 

   

事業年度中の変動額合計 － － － － － 400,000 25,824 425,824 △1,508 424,316

平成18年12月31日残高 1,729,000 1,655,608 1,655,608 89,928 200,000 2,427,000 648,280 3,365,208 △4,760 6,745,056

 

 

評価・換算差額等  

その他有価証

券評価差額金 

土地再評価 

差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産 

合計 

平成17年12月31日残高 1,001,322 1,600,878 2,602,200 8,922,940

事業年度中の変動額  

別途積立金の積立て  －

剰余金の配当  △98,925

利益処分による役員賞

与 
 △14,800

当期純利益  539,550

自己株式の取得  △1,508

株主資本以外の項目の

当事業年度中の変動額

（純額） 

186,952 186,952 186,952

事業年度中の変動額合計 186,952 － 186,952 611,268

平成18年12月31日残高 1,188,274 1,600,878 2,789,152 9,534,209
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しており

ます。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用してお

ります。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

時価のないもの 

同左 

 (2)たな卸資産 

製品・原材料・部分品・仕掛品・貯

蔵品 

総平均法による原価法を採用して

おります。 

(2)たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

 定率法（平成10年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用しております。

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物         22年～31年

機械及び装置     10年 

(1)有形固定資産 

定率法（平成10年４月１日以降取

得した建物（建物附属設備を除く）

については定額法）を採用しており

ます。 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物        22年～38年 

機械及び装置    10年 

 (2)無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

(2)無形固定資産 

同左 

３．繰延資産の処理方法 新株発行費 

支出時に全額費用として処理しており

ます。 

────── 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を繰入計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2)賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与に充て

るため、当事業年度に負担すべき支給

見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 (3)          ────── (3)役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与に充て

るため、当事業年度に負担すべき支

給見込額を計上しております。 

 (4)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき、当事業

年度末に発生していると認められる額

を計上しております。 

 なお、過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による定額

法により処理しております。数理計算

上の差異は、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしており

ます。 

(4)退職給付引当金 

同左 

 (5)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(5)役員退職慰労引当金 

同左 

 (6)投資評価引当金 

 投資に対する損失に備えるため、投

資先の財政状態及び経営成績等を勘案

した必要額を計上しております。 

(6)投資評価引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 為替予約取引についてすべて振当処理

の要件を満たしているため、振当処理を

行っております。 

 また、金利スワップについては特例処

理の要件を満たしているため、特例処理

によっております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 通常業務から発生する債権を対象と

し、為替相場の変動リスクをヘッジす

る目的で為替予約を利用しておりま

す。 

 また、借入金を対象とし、金利変動

リスクをヘッジする目的で金利スワッ

プを利用しております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3)ヘッジ方針 

 当該取引の実行および管理は、経営

会議において承認された為替予約規定

及びデリバティブ取引取扱規定に基づ

き経理部財務課が行っております。 

(3)ヘッジ方針 

当該取引の実行および管理は、経営

会議において承認された経理マニュア

ルの為替予約およびデリバティブ取引

に基づき経理部が行っております。 

７．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 

 

会計処理の変更 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

────── （役員賞与に関する会計基準） 

当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用し

ております。 

これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益が、それぞれ18,000千円減少しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は9,534,209

千円であります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 

（平成17年12月31日） 

当事業年度 

（平成18年12月31日） 

※１ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりであります。 

※１ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりであります。 
  

担保資産（千円） 担保付債務（千円） 

建物 
1,005,050 
(907,519)

長期借入金 
1,136,100
(1,136,100)

構築物 
69,135 
(66,781)

１年以内返
済予定長期
借入金 

582,400
(582,400)

機械及び
装置 

1,003,638 
(1,003,638)

 

土地 
2,772,560 
(1,977,329)

 

投資有価
証券 

370,150 長期借入金 135,000

 
１年以内返
済予定長期
借入金 

78,700

  

  

担保資産（千円） 担保付債務（千円） 

建物 
930,971
(842,098)

長期借入金 
1,266,700
(1,266,700)

構築物 
65,013
(62,768)

１年以内返
済予定長期
借入金 

452,400
(452,400)

機械及び装
置 

884,227
(884,227)

 

土地 
2,772,560
(1,977,329)

 

投資有価証
券 

517,000 長期借入金 75,000

 
１年以内返
済予定長期
借入金 

60,000

  
 （注）上記のうち（  ）内書は工場財団抵当並びに

当該債務を示しております。 

 （注）上記のうち（  ）内書は工場財団抵当並びに

当該債務を示しております。 

 ２ 偶発債務 

保証債務 

 次の関係会社について、金融機関からの借入金

等に対し保証を行っております。 

 ２ 偶発債務 

保証債務 

 次の関係会社について、金融機関からの借入金

等に対し保証を行っております。 
 

会社名 内容 金額（千円） 

青山工業㈱ 借入金 50,000 

日輪機工㈱ 借入金 93,000 

上海日輪汽車配
件有限公司 

借入金 
37,149 

(米ドル 312千)

ニチリン カプラ 
テック ユー・エ
ス・エー インク 

リース 
借入金 

105,380 
(米ドル 885千)

ニチリン ユー・
ケー・リミテッ
ド 

借入金 
関税・リー
ス 

85,277 
(英ポンド 410千)

  
上記のうち、外貨建保証債務は、決算日の為替

相場により円換算しております。 

 

会社名 内容 金額（千円） 

青山工業㈱ 借入金 50,000 

日輪機工㈱ 借入金 74,730 

ニチリン インク 借入金 
96,096 

(米ドル 800千)

ニチリン テネシ
ー インク 

借入金 
120,120 

(米ドル 1,000千)

ニチリン カプラ 
テック ユー・エ
ス・エー インク

リース 
借入金 

99,647 
(米ドル 829千)

ニチリン ユー・
ケー・リミテッ
ド 

関税・リ
ース 

59,538 
(英ポンド 250千)

 
上記のうち、外貨建保証債務は、決算日の為替

相場により円換算しております。 
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前事業年度 

（平成17年12月31日） 

当事業年度 

（平成18年12月31日） 

※３ 期末日満期手形の会計処理については、当事業年

度末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が

行われたものとして処理しております。 

 当事業年度末日満期手形は次のとおりでありま

す。 

※３ 期末日満期手形の会計処理については、当事業年

度末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が

行われたものとして処理しております。 

 当事業年度末日満期手形は次のとおりでありま

す。 
 

受取手形 27,803千円

支払手形 595,712 

設備関係支払手形 219 
 

 
受取手形 27,712千円

支払手形 35,068 

設備関係支払手形 206 
  

※４ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日

公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第

24号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当

該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除し

た金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計

上しております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規

定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土

地の価額を算出するために、国税庁長官が定め

て公表した方法により算出した価額に基づい

て、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出

する方法を採用しております。 

※４ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日

公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第

24号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当

該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除し

た金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に

計上しております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規

定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土

地の価額を算出するために、国税庁長官が定め

て公表した方法により算出した価額に基づい

て、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出

する方法を採用しております。 
 
再評価を行った年月日 平成12年12月31日

再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額 

734,934千円

  

 
再評価を行った年月日 平成12年12月31日

再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額 

1,131,784千円

  
 

 
（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は850,024千円であります。 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は994,411千円であります。 
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（リース取引関係） 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額相

当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引 
 

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

期末残高
相当額 
（千円）

工具、
器具及
び備品 

41,196 25,411 15,785

合計 41,196 25,411 15,785

  

 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

工具、
器具及
び備品

31,656 23,993 7,662

合計 31,656 23,993 7,662

  
  なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

同左 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

 
 

１年内 8,122千円

１年超 7,662 

合計 15,785 
   

 
１年内 4,762千円

１年超 2,899 

合計 7,662 
 

 なお、未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

同左 

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額及び減損

損失 

 
 
支払リース料 8,758千円

減価償却費相当額 8,758 
   

 
支払リース料 8,122千円

減価償却費相当額 8,122 
 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失は

ありません。 
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（有価証券関係） 
 

前事業年度（平成17年12月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
 貸借対照表計上額  時価  差額 

関連会社株式 351,615千円  214,523千円  △137,091千円

 

当事業年度（平成18年12月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
 貸借対照表計上額  時価  差額 

関連会社株式 351,615千円  220,346千円  △131,268千円

 
 
（税効果会計関係） 

前事業年度 

（平成17年12月31日） 

当事業年度 

（平成18年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産)  

賞与引当金 28,986千円

未払事業税 22,147 

退職給付引当金 1,948,240 

役員退職慰労引当金 66,218 

投資評価引当金 110,737 

投資有価証券 11,038 

関係会社出資金 74,627 

ゴルフ会員権 1,339 

貸倒引当金 15,022 

減価償却費 22,381 

その他 886 

繰延税金資産合計 2,301,627 

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 △684,405 

その他 △13,924 

繰延税金負債合計 △698,330 

繰延税金資産の純額 1,603,297 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％ 

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2 

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△1.5 

外国税額控除 △4.5 

住民税均等割等 0.7 

税額控除 △1.3 

その他 △1.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.6 
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産)  

賞与引当金 34,021千円

未払事業税 30,116 

退職給付引当金 1,974,924 

役員退職慰労引当金 75,150 

投資評価引当金 110,737 

投資有価証券 11,038 

関係会社出資金 74,627 

ゴルフ会員権 1,948 

貸倒引当金 3,775 

減価償却費 31,174 

その他 7,615 

繰延税金資産合計 2,355,130 

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 △812,187 

繰延税金負債合計 △812,187 

繰延税金資産の純額 1,542,942 

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％ 

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.0 

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△2.8 

外国税額控除 △11.1 

住民税均等割等 0.8 

税額控除 △0.9 

その他 0.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.5 
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２．役 員 の 異 動 
 
平成19年２月22日開催の取締役会において、下記のとおり役員人事が内定しましたので、お知らせいた

します。 
 
記 

 

１．３月29日開催の定時株主総会において選任、退任予定 
 
 （１）新任取締役候補者 

石 井 昭 雄  （現：購買部長兼原価管理室長） 
 
小 幡 敏 広  （現：ニチリン インク副社長兼ニチリン－フレックス ユー・エス・エー インク社

長） 
 

 （２）新任監査役候補者 

     勝 田 豊 文  （現：取締役ＮＭＳ推進室担当兼経営企画部担当） 
 

 （３）退任予定取締役 

     外 原 利 彦  （現：取締役相談役） 相談役就任予定 
 

     勝 田 豊 文  （現：取締役ＮＭＳ推進室担当兼経営企画部担当） 監査役就任予定 
 

     木 村 健 造  （現：取締役） 
 

 （４）退任予定監査役 

     今 村 喜 雄  （現：常勤監査役） 
 

２．３月29日開催の取締役会において昇格、異動予定 
 

（１）昇格予定取締役 

     代表取締役専務 後 藤 孝 男 （現：代表取締役常務） 
 

     常 務 取 締 役 橋 本   進 （現：取締役） 
 

     常 務 取 締 役 前 田 龍 一 （現：取締役） 
 

 （２）取締役の職務および担当 
 

 ＜新＞ ＜現＞ 

代表取締役社長 清 水 良 雄 
  

代表取締役専務 後 藤 孝 男 
経理部担当兼ＮＭＳ推進室担
当兼経営企画部担当 

経理部担当兼情報管理部担当 

常 務 取 締 役 松 田 眞 幸 営業本部長 営業本部長 

常 務 取 締 役 橋 本  進 技術本部長 
購買本部長兼技術本部担当兼
原価管理室担当 

常 務 取 締 役 前 田 龍 一 
生産本部長兼海外本部長兼モノ造り改
善チームリーダー兼品質管理部担当 

生産本部長兼海外本部長兼モノ造り改
善チームリーダー兼品質管理部担当 

取  締  役 鈴 木 一 誠 社外取締役 社外取締役 

取  締  役 梶 原  正 
総務部長兼神戸事務所長兼 
情報管理部担当 

総務部長兼神戸事務所長 

取  締  役 前 田 民 世 営業副本部長兼神戸営業部長 営業副本部長兼神戸営業部長 

取  締  役 石 井 昭 雄 
購買本部長兼購買部長兼 

原価管理室担当 
購買部長兼原価管理室長 

取  締  役 小 幡 敏 広 
ニチリン インク社長兼北米地域担当
(平成19年５月予定） 

ニチリン インク副社長兼ニチリン－フ
レックス ユー・エス・エー インク社
長

以 上 




